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付属資料 6-9 東京スポーツ・レクリエーション専門学校 

 
吉本 圭一（九州大学） 

 
調査概要 

調査日程：2013 年 3 月 28 日（木） 
調査方法：インタビュー  
調査対象者：関口正雄（学校長） 
調査者：  吉本圭一（九州大学） 
 
 
１．学校概要 

1995 年当時スポーツ関係の専門学校で主流となっていた「社会体育指導者」の養成教育

ではなく、プロのスポーツのインストラクターやトレーナーの養成を行う専門学校として

現在までスポーツ分野の人材育成を行っている。日本で最初のスポーツの専門学校として

開校。スポーツとレクリエーション関連の分野での就職実績と資格合格者の実績は全国 1
位を続けている。 

 
学校沿革 

1978 学校法人滋慶学園の前身である東京医薬専門学院をパラメディカル養成校とし

て開校 

1984 「学校法人滋慶学園」を設置。東京医薬専門学校に改組。 

1989 東京福祉専門学校を開校 

1990 東京福祉専門学校に健康スポーツ系学科「健康福祉」を設置。 

1992 東京医薬専門学校に「国際情報科」を設置。 

1995 東京医薬専門学校国際情報科と東京福祉専門学校健康福祉科スポーツ系コース

が発展的に独立し、「東京スポーツ・レクリエーション専門学校」として開校。 

2009 東京スポーツ・レクリエーション専門学校から医療系学科が独立し、東京メデ

ィカル・スポーツ専門学校として開校。 

 
 
２．学科構成 

１）スポーツトレーナー科（２年制・昼間部） 

２）スポーツトレーナー科サッカーコーチコース(２年制・昼間部) 

３）アスレティックトレーナー養成科(２年制・夜間部) 

４）スポーツ・インストラクター科（２年制・昼間部） 

５）スポーツビジネス科(２年制・昼間部) 

６）こどもスポーツ科(３年制・昼間部) 

７）スポーツマネジメント専科（１年制・昼間部）※社会人、大学・短大・専門学校卒業者対象 
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８）通訳ガイド科(２年制・昼間部) 

 

 

３．ヒアリング調査からの主な知見 

（１）教育内容の革新 

 沿革から明らかなように、5 年から 10 年のサイクルで学校名称の変更や改組が行われ、

その間にも、多くの学科新設や改組が行われている。これは、専門学校に共通する特性で

もあるが、成長の見込める分野をその萌芽期にいち早く発見し、その分野の中堅人材養成

に特化して学科等を組織し、学内資源を集中的に投入していくという方法論をとり、他の

学校が多数参入したり、業種・職種の成長がストップしたりした時に、学校として安定的

に教育を継続するか、新たな成長分野に挑戦していくのかのタイミングが訪れるという。

近年の東京スポーツ・レクリエーション専門学校と東京メディカル・スポーツ専門学校と

の分離においては、柔道整復師など医療系国家資格が注目されるなかでそれらの養成関係

の学科を集めて、独自の学校としての設置しその特長を明確に社会に示していくとともに、

他方では、新成長産業としてのスポーツ業界の可能性に着目し、インストラクター養成を

主目標とする学校を「スポーツ・レクリエーション」として提示したものである。 

 

（２）滋慶教育科学研究所と滋慶教育科学学会による学校評価・教育改善の取組 

 500 職種以上の人材養成を手がける滋慶学園グループでは、急速な技術革新や需要構造の

変化に対応していくため、新分野進出が日常的に展開している。それは、実社会で活躍す

る人材を絶えず新たに教育スタッフとして受け入れたり、非常勤講師などの実務卓越人材

が教育現場に招聘されたりということである。そこで、学園の教育モデルやノウハウを確

立し、それを広く教職員全体に普及していく必要があり、その機能を教育科学研究所と、

そこを拠点として学園グループの全教職員が所属する滋慶教育科学学会が担っている。 
 研究会では、広範な分野の教職員が一堂に会し、それぞれの分野における「教育」と「運

営」に関する研究を行い、その成果を発表し、教育ノウハウを共有・蓄積しているという。

特に、近年、中退抑止やキャリア教育に焦点をあてて継続的な研究と指導体制の探究が行

われている。専門学校進学者は、他の学校種と比べれば職業やキャリアへの志向が明確な

学生たちではあるが、必ずしも、高校段階で十分な情報を比較しつつ熟慮した結果である

とは限らず、職業イメージや期待が先行して入学し、その結果、学科の教育への不適応を

起こすなどの問題は同じように生じている。同じ学科内で当初のユメとは異なるとしても

関連分野への目標転換を指導したり、同学園内での転学・編入学を指導したりなど、課題

解明、教育指導の方法論・体制の検討が行われている。 

 

 

４．社団法人東京都専修学校各種学校協会を通しての学校評価への取組とその活用 

 2007 年には都内 12 校の専門学校の卒業生に対し、広島大学と社団法人東京都専修学校

各種学校統計調査部が共同して「専門学校教育と卒業生のキャリア」に関する調査を実施

し、また翌年には 14 校の専門学校卒業生を採用している 2,785 社を対象として「企業から
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見た専門学校教育」の調査を実施しており、同校校長関口正雄氏も、同協会役員として、

また学校を代表して調査に参画している。 
この外部アンケート実施を契機として、同校では、離職率の高さや、人間的な資質を育

成することが課題として再認識され、さらに入学時アンケートを学園全体として実施して

いくなど、学校評価から教育改善の PDCA サイクルへと展開している。  
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付属資料 6-10 全国専門学校経営研究会（全専研）グループ校 

九州国際ビジネス専門学校 

 
江藤 智佐子（久留米大学） 

 
調査概要 

調査日程：2013 年 2 月 23 日（土）15:00-16:00 
調査方法：インタビュー  
調査対象者：伊東恵子氏 
調査者：江藤智佐子（久留米大学） 
 
 
１．全国専門学校経営研究会（全専研）グループ校 

 全国専門学校経営研究会（以下「全専研」）111 校の中で佐賀県にある唯一のグループ校。

全専研は、日本最大の専門学校グループであり、年 2 回、教師研修会を実施し教員のレベ

ルアップを図っている。全国ネットならではのメリットを生かし、情報交換と合同研究な

どを実施し、地方にいながら中央レベルの最新の教材を利用した教育が可能になっている。 
全国ネットの交流とは、111 校が年 4 回、会員が一同に会することで情報交換と通して交流

を深め、専門学校教育の課題を議論している。 
 CG コンテストを始め、各種のコンテストを開催し、相互に刺激し合いながら学生の技術

向上、学習意欲の向上にもつなげている。 
 就職においても、全国統一の就職適性試験の実施や就職マニュアルを用いた指導を行っ

ている。「就職指導者セミナー」をグループ校で開催し、キャリアカウンセラーの育成にも

力を入れている。 
 全国ネットの交流は授業開発だけでなく、各種検定試験にも活かされている。全グルー

プ校の検定実績データを分析した検定対策情報を活用し、検定合格率アップにつなげてい

る。 
 きめ細やかな対応だけでなく、全国ネットの就職に対する情報交換も行っているため、

98.1％（平成 23 年度実績）という高い就職率を誇っている。 
 
 
２．学校概要 

創立 26 周年を迎える佐賀県にある全専研グループ校である。教育目標として、人間づく

りの観点から「豊かな心」や「社会常識」を備えた明るく健康的で建設的な社会人の育成

を目指している。資格取得だけを目的化するのではなく、学生生活や学校行事を通して、

人間性を育成し、社会の変革に対応できる人材を育成している。 
 きめ細やかな指導を行うために、担任制を敷き、入学から卒業まで学年、学生に応じた

「キャリアサポート」を行っている。 
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学校沿革 
1986 年 九州国際情報ビジネス専門学校設置認可 

1987 九州国際情報ビジネス専門学校新校舎落成 

1987 九州国際情報ビジネス専門学校開校 

日本商工会議所ワープロ・簿記検定指定校認定 

1988 厚生労働省職業安定局無料職業紹介事業認定 

1990 学校法人設立認可 

1993 日本商工会議所ワープロ技能マスター指定機関認定 

1995 「専門士」称号付与（文部科学省告示第 84号） 

高等課程設置認可 

1996 佐賀県教育委員会技能教育施設指定 
佐賀県立佐賀北高等学校通信制技能連携締結 
高等課程高等実務科３年制課程設置（定員 120 名） 

1998 マイクロソフト社オフィスユーザー検定会場校認定 
1999 広域通信高校クラーク国際記念高等学校 
2000 マイクロソフト社 MPC 育成教育機関指定 
2005 九州国際高等学園設置認可 

2006 高等専修学校九州国際高等学園開校 

 
 
３．学科構成 

１）情報システム科…ゲーム・３DCG コース（２年制男女）、システムエンジニアコース（２

年制男女）、Web エンジニアコース（２年制男女） ※IT パスポート合格率 80% 

２）医療ビジネス科…医療コース（2年制女子）、ビジネスコース（2年制女子） 

３）ビジネスキャリア科…医療ビジネスコース（1年制女子） 

４）公務員科…行政ビジネスコース（2年制男女）、国家一般職・初級コース（1年制男女）、

警察官・消防士コース（1年制男女） 

 

４．ヒアリング調査からの主な知見 

（１）学科別の就職状況 

 学科毎の就職先（職種別）と就職率は、次のとおりである。 

① 情報システム科：営業・販売・サービス 36.4％、SE・PG・WEB デザイナー36.4％、総

合職 18.2％ 

② 医療ビジネス科：医療・調剤事務 69.2％、一般事務 23.1％、総務・経理事務 5.1％、

営業・販売・サービス 2.6％ 

③ ビジネスキャリア科：一般事務 50.0％、医療・調剤事務 50.0％ 

 県外はなく、地元志向が強く、女子は自宅から通勤できる範囲内での一般事務、医療事

務の就職先が多い。 
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（２）高等専修学校九州国際高等学園 

 2006 年に高等専修学校九州国際高等学園を開校。近隣の佐賀北通信正コースと全国的な

クラーク記念国際高校通信制コースの 2 コースを開講している。学校の責任者は姉妹校の

九州国際情報ビジネス専門学校の PC 科目の担当者が担当している。 

 姉妹校の専門学校が小規模学校としてのきめ細やかな教育を行っているため、朝の校門

指導も専門学校の教員も参加し、一緒に生徒指導を行うという連携をとっている。みんな

で見守る体制が学内にあるため、目の行きとどいた教育が展開できている。そのため、募

集は上手くいっている。 

 

（３） 教育内容の特徴 

①学校独自の奨学金制度の充実 

 地方の専門学校の特徴として経済的理由により、就学継続が困難になる学生が多いため、

その対策として学校独自の奨学金制度を実施している。 

 コスメッ奨学生制度（在学期間中に毎月給付。返還義務なし）、コスメット特待生制度（入

学後に一括給付。返還の義務なし）は、入学時の成績上位者に給付される。また、公務員

科特待生制度（入学後に奨学金 10万円を給付。返還の義務なし）は、入学前に公務員試験

の 1次試験に合格した者に給付される。マスター特待生制度（入学後に奨学金 10 万円を給

付。返還の義務なし）は、学校生活の活動で中心的な役割を担い活動を行ってきたもの、

検定試験等で優秀な成績をあげた者に支給される。 

 

③検定を通した学生間の連携教育 

 秘書検定 1 級に毎年合格者を出している。検定指導については、先輩が後輩の指導を行

い、指導された学生ではなく、指導する学生を表彰する制度を取り入れ、2年制課程の中で

先輩・後輩の絆や検定を通した学習モデルを構築している。指導する教員も FDの一環とし

て毎年、検定協会が主催する教員研修に参加したり、地区の研究会に参加することを奨励

し、指導力の向上につなげたりしている。また、検定指導においても全専研グループのネ

ットワークを活かし、教材研究や指導法の情報交換を行うという FD活動が科目間で行われ

ている。 

 秘書検定の指導モデルは検定を主催する実務技能検定協会の特色ある先端事例として取

り上げられ、機関誌に紹介されている。 

 

（４）学校評価の実施と教育改善への取組 

学校評価は主に在学生の授業アンケートを中心とした在学生評価となっている。教員の

入れ替わりがほとんどない小規模校のため、授業アンケートは２～3年に一回実施する程度

である。アンケートによる意見聴取というよりは、クラス担任や他の教員が学生と直接接

し、面談や授業外の活動での会話などを通じて、学生の要望や意見を集めている。 

アンケート結果を教育改善につなげる取組は行っていないが、学科の教員、学科長、校

長が常に話し合いを行いながら教育改善を検討している。全体的な教育改善の検討ができ

てないことが、現在の課題となっている。 
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また、マンパワー不足の問題があり、卒業生調査や保護者などの学校関係者評価までは

実施していない。学校関係者評価としては、無料職業紹介事業認定校の特性を生かし、就

職指導者が企業側と密接のコンタクトを取りながら、企業から学校への要望や育成しても

らいたい人材像などの対話が行われている。就職指導担当者と企業担当者との対話という

形式が構築されていることで、卒業生に高い評価が得られている。その結果、企業から毎

年求人票が届くという良い循環が定着している。 

 学校の沿革や学科のないようについては、ウェブサイトに情報公開しているが、学校評

価の結果や財務状況の公開は行われていない。 
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付属資料 6-11 ホスピタリティツーリズム専門学校大阪 

 

吉田 潤平（九州大学大学院） 
 
調査概要 

調査日程：2012 年 12 月 14 日（金）14:00～16:00 
調査方法：インタビュー 
調査対象者：高田直樹（大阪校本部長）、増本靖（総務部部長）、佐野美保（副校長） 
調査者：吉本圭一（九州大学）、吉田潤平（九州大学大学院） 
 
１．はじめに 

本調査は、「専修学校の学校評価・教育改善の在り方に関する調査研究」のヒアリング調

査の予備調査として、学校評価・教育改善アンケートの調査票における質問項目の確認と

して位置づけて行う。 
ホスピタリティツーリズム専門学校は、業界の要請によって創設された歴史を持ってい

ることから、現在においても高い就職率、また業界との結びつきを誇っている。特に、当

校の人材供給先である観光業という業界の特性、業界団体との結びつき、ホスピタリティ

という理念に照らし合わせて考えると、職業実践的な学習が非常に強いと思われる。そう

した職業実践的な教育には教員だけでなく外部の、現役で働いているいわゆる「プロ」が

非常勤教員として教育に関わると考えられる。また、インターンシップや企業実習などが

活発なことも推察される。こうした業界や団体、職業、教育の結び付きが強い学校である

ことから、調査を行う意義がある。 
 
２．ホスピタリティツーリズム専門学校の概要 

戦後、日本で海外渡航自由化がなされたのは 1964 年のことである。それ以降、海外旅行

に行く日本人の増加に伴い、旅行・観光業界において、人材不足の懸念が問題となる。そ

うした旅行業界の要請を受けて、業界紙の『トラベルジャーナル』を発行していたトラベ

ルジャーナルが設立したのがトラベルジャーナル旅行学院であった。これが後のホスピタ

リティツーリズム専門学校の前身となる。設立から既に、業界団体の意向を受けたもので

あり、初の旅行専門学校であったことからも、業界団体との結びつきの強さがわかる。当

初は学校法人ではなかったが、1980 年に学校法人森谷学園を設立し東京都の認可を受け、

大阪校は翌 1981 年に設立された。 
学校概要 
1973 年 トラベルジャーナル旅行学院（東京校）設立 
1980 年 学校法人森谷学園設立（東京都認可） 
1981 年 大阪トラベルジャーナル旅行学院（大阪校）設立 
1986 年 大阪校、大阪府より専修学校の認可を受け、大阪トラベルジャーナル旅行専門

学校と校名変更 
1994 年 トラジャル旅行ホテル専門学校と校名変更 
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2007 年 学校法人トラベルジャーナル学園 ホスピタリティツーリズム専門学校大阪と

校名変更 
2011 年 大阪ブライダル専門学校開校 
ホスピタリティツーリズム専門学校大阪はホテル科、テーマパーク科、エアライン科、

鉄道サービス科、旅行科、エアポート科、英語コミュニケーション科の 7 科が設立されて

いる。各科は専門によって 2 コースに分かれており、1 年後に学生が就職したい職種によっ

て専門を選択するようになっている。学生は、職種によって 2 コースを選択することがで

き、そこで身に付けるスキルと所属科、本人の志望に従って、教員らとの面接を踏まえつ

つ就職先を決定する。 
簡単だが、次に学科構成について述べたい。 

 
３．学科構成 

 上でも述べたように、ホスピタリティツーリズム専門学校大阪には 7 つの科が設立され

ている。それぞれの科の専門コースと、そこで目指す仕事について以下にまとめた。 
 
観光学科 
ホテル科 
 ホテルにおける接客サービスを学ぶ。2 年時に①宿泊スタッフコース、②料飲サービスス

タッフコースの 2 コースにわかれ、①では、フロントクラークやベルスタッフ等のホテル

マン、②では、レストランスタッフやバーテンダー等を目指す仕事として挙げている。 
 
テーマパーク科 
 西日本唯一。各種パフォーマンス、表現や接客を学習。2 年時に①テーマパークスタッフ

コース、②エンターテイメントコースに分かれ、①では、接客、MC やアナウンス等の話術、

演技力を学習しエンターテイナーを目指すとし、②では、ダンスや大道芸、舞台裏方の学

習をし、パフォーマーを目指すとしている。 
 
エアライン科 
 セルフプロデュースや CA・グランドスタッフ実務を、ロールプレイを交えて学習。2 年

時に①キャビンアテンダントコース、②グランドスタッフコースに分かれ、①では、徹底

した就職指導と機内サービス等の立ち居振る舞いや言葉遣いを学習し、②では、接客、

AXESS やアマデウス等機器取扱いを学習する。 
※「AXESS」…日本航空が使用する予約・発券システム 
※「アマデウス」…航空手配システム 
 
鉄道サービス科 
 コミュニケーションや鉄道業界における接客業を、ロールプレイを交えて学習。2 年時に

①パーサー・乗務員コース、②ステーションサービスコースに分かれ、①では、パーサー・

乗務員を目指し、②では、駅スタッフを目指しコミュニケーションや接客マナーを磨く。 
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旅行科 
 地理の学習から旅行の企画、販売実務、ツアープレゼンテーション等幅広く学習。2 年時

に①ツアーコンダクター＆セールスコース、②カウンターアドバイザーコースに分かれ、

①では企画・販売から添乗員までを学習、目指す職業とし、②では、カウンターアドバイ

ザーのノウハウを学習する。 
 
エアポート科 
 グランドハンドリングからエアポートまで空港の仕事を学ぶ。2 年時に①エアカーゴコー

ス、②グランドハンドリングコースに分かれ、①では、貿易ビジネスを学習、②では、グ

ランドスタッフを目指し、必要な資格取得や専門知識習得を中心に学習する。 
 
英語コミュニケーション科 
 英語の表現力や異文化交流を学ぶ。アメリカへ 1 年間の留学が必須。2 年時に①海外キャ

リアコース、②国際コミュニケーションコースに分かれ、①では、ビジネスイングリッシ

ュ等の学習による海外就職を目指し、②では、英語だけでなく第 2 外国語の学習をおこな

い、こちらも海外就職を目指す。 
 
なお、夜間部観光学科も同様の科が設置されている。 
夜間部と中間部の最大の違いは、夜間部では、昼は実践として実際にホテルなどの職場

で働いて給料をもらいながら、夜に学校で学ぶ、というスタイルをとっている者がいるこ

とである。この場合、住居として社員寮に住む者もいる。 
 
４．ヒアリング調査より 

（１）教育活動の内容について 

（ⅰ）企業実習について 

まず、設立当初の目的であるが、学校概要で述べたとおり、日本人の海外渡航自由化に

合わせた旅業界の人材育成が挙げられる。これは、そもそも学校の設立自体が業界の要請

でスタートしたためであり、これら業界との結び付きが非常に強く、育成する人材の目的

も明確となっている。そのため、インターンシップや企業実習も非常に盛んである。これ

らの実習先に関して言えば、 
「（受け入れ先が少ないからと他の科に実習先を移すことがあるかという質問に関して）も

のすごく観光業が落ち込む、以前一番厳しかったのは、SARS のときがそうだったんですけ

れども。海外渡航者が減りましたので、実習先を確保するのは難しかったのでテーマパー

クにお願いしないといけないな、ということはあったんですが、今はないですね。」 
という回答からも分かる通り、特別な事情がない限りそれぞれの科に関連した企業に行

くことがほぼ決まっているため、自分らの学習に直結した職業実践的な学びが可能な状況

ができあがっている。学校はこれを時間数としてカウントしており、卒業要件にも含んで

いる。 
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また、特徴としてインターンシップ中の就業には賃金が発生し、むしろ、インターンシ

ップを無償で行なっているのは数社しかないと、インタビューのなかで明らかとなった。

無償で行う場合は、採用を考えてインターンシップを行うことが明確になっているのが特

徴であり、有償であっても、最低賃金の企業が多いことも明らかとなった。学生らはここ

で稼いだお金を学費に充てたり、2 年生の研修旅行等費用に充てたりする学生が多いことも

インタビュー調査によって判明した。 
夜間部で昼間は企業で働いている者については、これは学校上のカリキュラムとして行

なっている、という位置づけにない。これは、インターンシップであれば学校が教育的な

保証ができるが、昼間は就業時間という位置づけであり、そこでの教育的な保証は学校が

できない、という理由からである。 
 
（ⅱ）教育のベースと就職 

「ベースはやっぱりホスピタリティ。マインドがあって、それを体現できる語学はひとつ

のツール。お客様を喜ばせるとか、ハッピーにさせるとか、顧客満足度をいかに高めるか、

とか。そういうところにありますね。」 
教育のベースとして据えているのはホスピタリティだと断言しており、語学やコミュニ

ケーション、マナーといったスキルはそのためのツールにすぎない。海外渡航自由化にあ

わせて学校が設立されたこともあり、アウトバウンドがスタートとなっている。しかし、

そこで外国人と接することそのものは目的とせず、「お客様を喜ばせる」「ハッピーにさせ

る」が目的であり、これがホスピタリティのマインドである。 
 そこで、就職をみてみると、学生はほぼその科に沿った就職をする。観光業界に特化し

た学校であるがゆえに、学生は進学の段階で「この学校を出れば、その業界に行こう」と

決めて進学しており、他の業界に就職することは稀である。しかし、それを良い面として

捉える一方で、 
「希望する業界には行けるんだけれども、それ以外の受け皿が…」 
ともインタビューの中で答えており、違う業界に行きたいと言って辞める者がいることも

認めている。特に今年の中退率は全体で 8.4%、昼間部と比較して夜間部が高いのは、昼間

働くことで上記の考えが生まれること、また、実際に働いていることで学校よりも企業へ

の帰属意識が高くなること、経済的理由によるケースが多いことをその原因として挙げて

いることからも、出口の狭さが、逆にこうした結果を生んでいるともいえる。 
 しかし、全体でみれば就職希望者の 9 割弱は関連分野に就職した、と考えられている。

職種によって学生は就職を考慮しており、学校もそれに応えた教育を行なっていることか

らある意味で当然ともいえよう。ここでいう関連分野とは、たとえば、旅行科ならば旅行

代理店、エアポート科ならば空港、といった具合に科と企業が直結した分野と考えられる

ものである。しかし、「お客様相手のお仕事」として捉えた場合、それは、職種の別に実は

捉えることが出来ないとも考えていることが、次の回答からもわかる。 
「これは基本的に接客という話で行くならば、ブランドの業界のところですとか、これは

お客様相手の仕事は一緒なんです。ですから、そのベースのことを教えているとやっぱり

広義で行くとホスピタリティ業界、ということになりますかね。」 
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つまり、広義のホスピタリティ業界と狭義のホスピタリティ業界という二種類の捉え方

ができる、といえる。就職した先でのジョブローテーションのことや、2 年間という限られ

た期間では全てを教育することは不可能であり、就職先としてある業界の中のある職種と

決め打ちをすることで、教育を限定している面と、そのベースとしてあるホスピタリティ

はたとえば接客という職種においてはどのような現場であっても通用する、という面の二

面性がある、と学校では考えられている。 
 
（２）教員について 

大阪校の教員構成は、非常勤講師 111 人、教員 18 人であり、圧倒的に非常勤講師が多く、

全授業の内訳はプロパーが約 4 割、残りが非常勤講師となっている。彼ら非常勤講師は、

法人契約を各業界と結び、非常勤講師会における学校側の要請に適切な人材が業界から講

師として派遣されるのが、この学校の特徴といえよう。 
また、教員には人事効果としての役職を設けており、教員→科目コーディネーター→学

科長→課長→部長という昇進が用意されている一方で、降格もありうる。たとえば、コー

ディネートに向いてないと判断された場合、その教員に適当な部署に配置換えという形で

異動することもある。 
なかには、研究活動を行う教員もいる。ただ、就業時間には取っておらず、学校として

特に強制しているわけでもないが、自主的に行う教員が多く、彼らには研究費という形で

支援も行なっている。しかし、何をもって「研究」というのかは難しく、それぞれに形が

あるという認識を持っていることが次の発言からもわかる。 
「たとえば、個人のライフワークとして地域活性化の事例研究をしている、と。これは授

業との連動性も踏まえて、個人の研究としてやってる部分は、その人間がそういう科目を

持っていればそうでしょう。たとえば、この業界で新しい資格が出てきます、となった時

に、研究ではなくてとりあえず私もその資格を取りたいです、というところに勉強に費や

す、と。これも僕は研究の一つやと思っています。専門学校の教員の研究というのは、新

しい教育手法がどうだ、とかそういう講習会にはけっこううちは行っているほうかな、と

思いますね。」 
「論文を書くのが研究だと思われがちですが、必ず何らかの資格なり研修を受けなければ

ならない、というのはありますよ、もちろん。教員なので、勉強しないといけないので。

ただ、その研究論文を書くとかそういうのをしていない、ということですね。」 
 学校の制度として、研修が何日と定まっていないだけで、外部の勉強会等の参加はむし

ろ奨励しており、これを教員自身の資質を高め教育に還元するものと捉えていることから、

研究の一つとして認め、研究費という名目で支援を行なっているとみることができる。 
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付属資料 6-12 九州英数学舘国際言語学院 

 
江藤 智佐子（久留米大学） 

 
調査概要 

調査日程：2013 年 3 月 21 日（木） 
調査方法：インタビュー  
調査対象者：中村 雅登（学園長） 
調査者：江藤智佐子（久留米大学） 
 
１．予備校から準備教育課程へ 

 福岡では老舗の予備校として専修学校の認可を受け、西日本地区唯一の美術受験科(福岡

美辞研究所)を設置し、展開してきたが、バブル崩壊後、大学受験科を閉鎖し、準備教育課

程の指定を受け、本格的に留学生を対象とした日本語学校として方向転換した。校名に英

数学館は、予備校時代に英語と数学をベースとした教育を行っていた名残である。 
 
２．学校概要 

学校法人中村英数学園は、福岡の老舗予備校としての九州英数学舘の他に、九州産業大

学付属九州高等学校が姉妹校にある。 
大学進学準備コースは九州で唯一の指定コースである。外国人のための日本語教育機関

の在留ビザ 1 年となっているが、「準備教育課程」は 2 年のビザが可能となっている。この

指定を受けた「準備教育課程」の定員は現在国内で最も多い 520 名となっている。 
 

学校沿革 
1951 年 大学受験予備校 九州英数学舘創立 

1956 学校法人としての認可をうける 

1971 西日本唯一の美術受験科（福岡美術研究所）を設置 

1991 専修学校英数学館別科 国際言語学院日本語コース開校 

1994 福岡県知事より九州英数学舘国際言語学院として各種学校の認可を受ける 

1999 文部科学省より準備課程教育の指定を受ける 

2002 別科福岡美術研究所を美大受験科別科福岡美術研究所に名称変更 

2008 美大受験科別科福岡美術研究所を休校 

2011 大学進学科を設置 

 
３．学科構成 

九州英数学舘…大学進学科大学進学コース（1年制） 

九州英数学舘国際言語学院 

１）大学進学準備コース（2年コース、1.5 年コース） 

２）日本語コース（2 年コース、1 年 9 か月コース、1 年 6 カ月コース、1 年 3 カ月コ
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ース、1年コース） 

３）短期学習(聴講生)制度…短期滞在ビザ（90日） 

 

４．ヒアリング調査からの主な知見 

（１）教育内容の特徴 

 日本語教育だけでなく、遠足、バスハイク、スピーチコンテスト、スポーツ大会、クリ

スマスパーティー、新年会など年間行事も多く取り入れている。 

 また、会話力を向上させるしくみとして、「おしゃべりサロン」を開設し、日本人との会

話を促す場を提供している。 

 大学進学準備コース（準備教育課程）はの卒業生の 90％以上が、大学や大学院に進学し

ている。 

 

（２）同窓会組織 

 2007 年 11 月に同窓会が発足し、現在も運営が継続している。学校ウェブサイトに同窓会

サイトを開設し、卒業生同士の交流を促進している。 

 同窓会は、年 1 回総会が開かれ、遠方から出席する卒業生のために寮の無料宿泊提供と

いうサービスも行っている。 

 

（３）学校評価と教育改善について 

 創設者の一族が理事長、学園長になっているオーナー校である。学園長の意向が学校経

営に大きく影響を与えているため、授業アンケートなどを不定期に行っているが、それが

教員間で共有され、教育改善にまで結び付く取組には至っていない。 

 また情報公開においても、公開情報が少なく、財務情報などの公開もまだなされていな

い。教育改善の必要性、卒業生調査の必要性は感じてはいても、それを実行に移すだけの

費用とマンパワーが無いことが課題となっている。 
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付属資料 6-13 武蔵野東技能高等専修学校 

 
猿渡 博（九州大学大学院） 

 
調査概要 
調査日：2013 年 2 月 14 日（木） 
調査方法：インタビュー 
調査対象者：武蔵野東技能高等専修学校校長 清水信一 
訪問者：吉本（九州大学）、稲永（筑波大学）、猿渡（九州大学大学院） 
 
１． 武蔵野東技能高等専修学校の概要 

武蔵野東技能高等専修学校は学校法人武蔵野東学園の１校である。武蔵野東学園は 1964
年に設立された学校法人であり、現在は武蔵野東技能高等専修学校をはじめとして、武蔵

野東第一・第二幼稚園、武蔵野東小学校、武蔵野東中学校、武蔵野東教育センター、学園

事務局を有する。全ての学校段階において自閉児と健常児でともに学ぶ混合教育を行って

いる。 
 
２． 学園の構成 

武蔵野東学園は上述の通り、武蔵野東第一・第二幼稚園、武蔵野東小学校、武蔵野東中

学校、武蔵野東技能高等専修学校、武蔵野東教育センター、学園事務局の６つの組織を有

する学校法人である。それぞれの学園で自閉児と健常児を受け入れ、混合で教育を行って

いる。以下、学園の各学校における学生数とその打ち分けを記す。 
武蔵野東第一・第二幼稚園 613 名（うち自閉児 56 名） 
武蔵野東小学校 565 名（同 166 名） 
武蔵野東中学校 293 名（同 108 名） 
武蔵野東技能高等専修学校 202 名（133 名） 
 
３． ヒアリング調査より 

（１）今年度の入学と卒業の状況について 
H23 の入学者は 73 名で、卒業は 69 名で、その内訳は 27 名の健常児、42 名が発達障害

です。 
卒業生の進路についてですが、就職が 43 名、健常児が 5 名で発達障害児が 38 名です。

その発達障害児の 23 名が法定雇用率での企業就労、13 名が福祉就労です。あと 2 名が健

常者のとしての就労です。今、東京が IQ75 以上だと障害者手帳を出してくれないので、

健常児枠で挑戦しました。法定雇用率の子はペーパーテストをしないのでインターンシッ

プを行なって就労まで結びつけます。進学者が 25 名で、そのうち健常児が 22 名、自閉児

が 3 名だけです。健常児の 9 名が４年生の大学、専門学校が健常児だけで 13 名、その他

が自閉児で 3 名、そのうち 1 名が各種学校、あと 2 名が国立の職業リハビリテーションセ

ンターです。現時点で 1 名だけが進路未定です。その 1 名についても現場マネージャーか

らは OK が出ているので来週合格できると思います。 
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（２）学校組織について 

組織体制という点ですが、これは P48 に書いております。理事長があって、理事会があ

って、所属長会、これは私ども独自のものですが、校長会と思っていただいて結構です。

あと評議委員会、学園教育研究部組織、そして運営協議会というのが教頭レベルの会議が

あります。専修学校では校長の下に校長代行がおります。そして 3 名の部長がいて、その

下に副部長がいます。このメンバーで部長会を毎週１回行います。 
学校評価についてはこの部長会が中心となって自己点検評価をするというのが通例に

なっております。本校が自己点検評価を始めたのは平成 15 年です。このときのフォーマ

ットは文科省の報告会でいただいた指標を本校の特色を盛り込んで自己点検を始めまし

た。しかし幼稚園・小学校・中学校も横並びではじめていこうということでフォーマット

の見直しを行いました。そして平成 16 年度からそのファーマットを使った自己点検を実

行し、PDCA のサイクルをつくり理事会・評議会に報告をしています。 
 
（３）情報公開について 

情報の公表についてですが、HP 上で公開しています。ただフォーマットすべての記載

を全て公表しているわけではありません。公表にあたっては私どもで調査を致しました。

高等学校という視点で都内の私立学校の HP を調べて、全てチェックして、抜粋版がほと

んどでしたのでうちも抜粋版を載せています。ただ財務に関しては公表していません。 
今検討中のガイドラインについてのご意見ということですが、協会でやりました調査の

結果をご覧頂きたいと思います。簡単に説明すると、200 校に調査をし 101 校から回収を

しました。自己点検について、（ア）実施かつ公表しているが 39 校で 38.6％、（イ）実施

しているが公表していないが 24 校で 23.8％、（ウ）実施していないが 32 校で 31.7％、（エ）

その他が 6 校で 5.9％でした。去年 3 月のトウセンカクが委託を受けた調査では、（ア）が

46 校で 17.6％、（イ）が 84 校で 32.9％、（ウ）が 111 校で 43.5％でありました。対象が

255 校でした。後者の調査は都道府県経由でやったアンケートで、前者は全国専修高等学

校協会でやったアンケートであるため数に違いが出ました。しかし（ア）や（イ）の合計

は去年よりアップしています。この背景には、H22 の 7 月に全国専修高等学校でガイドラ

インを作って、翌年に研修会を行うなどして、学校における説明責任について伝えてきた

ことがあります。 
 
（４）評価の効果と問題点について 

「学校改善について役に立っていますか」との問いについて、役立っている・大いに役

立っているとの回答が 8 割を超えているということです。 
「自己評価を実施していない理由はなんですか」というところで、実施方法が分からな

いとか要員が確保できないとか、時間がないとかありますが、一番問題なのは必要性を感

じないという学校がまだあるということです。実施方法や要因についても、我々の方で事

例報告等、フォーマットの提出もしていますので、まだまだ認識が足りないところもある

のかなと思います。 
「貴校として、自己評価を実施・公表するためには何が必要だと感じていますか」との
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問いでは、今やっているガイドライン・マニュアルの作成という声が非常に多いです。 
次の学校関係者評価についてですが、これをやっている学校数は大きく減ります。やは

り体力的な問題、東京で学則定員 100 名ですから。なかなか環境が整っていかないという

ことが次の問 11 以降にも書かれています。 
学校関係者評価についても、やはり PTA や保護者を構成員として認識しています。 
学校関係者評価を実施していない理由についても、要員が確保できないことや適当な学

校関係者が確保できないということが挙げられています。 
高等専修学校としては、まず自己評価の実施をしっかりし、公表していくということ、

そしてその次に学校関係者評価を考えていく、という風に段階的にやっていかないとハー

ドルが高いと思います。 
 
（５）教員へ対する研修制度について 

私どもの学校は幼稚園、小学校、中学校があり、それぞれ協会がありますから授業内容

も把握をしております。その中で初等学校協会は毎年一斉研修をやっています。東京中の

市立の学校の先生を集めてやっております。小学校ですとそれと別に教科別の研究集会、

私立小学校の中での研修会、全国的な教科の研修もあります。幼稚園ですと、研修が盛ん

に行われています。その中で中等協会に関しては単発的な研修が行われています。しかし

専修学校には何もありません。 
あと学園の研究組織というのが私どもは独自にありますが、毎年 7 回やっております。

これは私たちの障害児教育の分科会、不登校児教育とか人間教育での分科会、全部で 12
の協会が研修会をやっております。 
東京の専修学校共同部会としては東京では年 1 回、生徒募集の中心の集会があります。

全国では 3 回研修会はやっています。最新情報の提供、いじめ対策の講義という話を来週

していただきます。 
 
（６）評価における限界について 

我々はマニュアルをつくっていますので、それを自由に使える環境設定をつくらないと

なかなか進まないと、アンケート結果を見てそう感じます。去年の講習会でも紙ベースで

は配ったんですが、エクセルでつくったフォーマットを自由にダウンロードできるような

形をつくる必要があると思います。 
規模、地域の問題もあります。私たちがガイドラインつくったときも地方の学校からは

都市部の大規模項しかできないという声が出ました。 
 
（７）情報公開に対する今後への意見として 

私立学校法第 6条に「所轄庁から情報公開をもとめられたらそれに応じなければならない」

ということがあります。だからそれがなんのために何を出して、それを出してどうなるの

かということですね。それを出して諸官庁が市立の独自性に入り込んでもらっては困りま

す。 
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付属資料 6-14 福岡県専修学校各種学校協会 

 
川俣 美砂子（福岡女子短期大学） 

 
調査概要 
調査日程：2013 年 3 月 21 日（木）14:00～15:00 
調査方法：インタビュー 
調査対象者：野口 敏美 
調査者：川俣 美砂子 
 
１．福岡県専修学校各種学校協会の概要 

（１）運営の目的と内容 
福岡県専修学校各種学校協会は、福岡県内の専修学校、各種学校によって、業界全体の

向上発展を目指して設立された。それぞれの学校が生徒・学生によりよい教育を提供でき

るための補助業務を行っている。その 1 つとして協会では、専修学校、各種学校の調査を

実施しており、集計結果等は、「福岡県専門学校案内」（オフィシャルガイドブック）にま

とめて配付している。また、授業の向上、改善のため教員研修会を開催したり、関係業界、

企業への働きかけ、「福岡県専門学校体育大会」等行事の開催などを行っている。加盟校は、

専修学校、各種学校、合計約 100 校である。 
 
（２）沿革 
1950 年 4 月 16 日 
 
1962 年 7 月 26 日 
 
1975 年 7 月 11 日 
1976 年 6 月 27 日 
1987年11月 27日 
2000年11月 21日 

福岡県各種学校連合会（現 社団法人福岡県専修学校各種学校協会）

設立 
社団法人として福岡県教育委員会から許可を受ける。名称も社団法人

福岡県各種学校協会へ 
専修学校制度（学校教育法の一部改正）公布 
社団法人福岡県専修学校各種学校協会へ名称変更 
社団法人福岡県専修学校各種学校協会へ名称変更 
創立 50 周年記念式典 

 
２．ヒアリング調査記録 

（１）協会主催の教員研修実施について 
福専各主催の研修会は、すべてが定期的に行われているわけではないが、１年を通して

おおよそ、新任研修会が夏休み期間に 3 日間程度実施され、40～50 人の新任教員が参加す

る。費用は、各学校もしくは教員個人が負担する。一般研修としては、11 月と 2 月に人権

研修を含んで実施される。費用は、県から 1/2、協会から 1/2 出される。また、経営者対象

として、6 月の定期総会、1 月の研修会が実施されている。内容としては、法令改正時は文

部科学省より、他は会計士、社会労務士、専門分野の講師などを招聘してその都度必要な

ものを行う。ちなみに昨年度は、震災の関係で「有事の際の対応について」、本年は、学校
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評価に関するガイドラインが検討されることから、「学校評価について」であった。 
 
（２）学校評価実施の状況 
 平成 23 年に加盟校対象に実施した「自己点検・自己評価に関するアンケート」（有効回

答数 37 校）によると、取り組んでいる 13 校、必要に応じて取り組んでいる 21 校、無回答

3 校であった。整備されている様式については、教育目的について 31 校、募集活動につい

て 29 校、資格・就職状況について 27 校、教員・職員について 26 校、施設設備について

21 校、経営方針について 24 校であった. 

詳細な調査は行っていないが、大学を併設している加盟校、及びグループ校が併設され

ている加盟校については、ガイドラインのような形式で学校評価を行っているところもあ

るが、他は、学校オリジナルの評価活動を行っているようである。 

 高校や就職先へ教職員が訪問する機会は多いが、書面での調査はあまり行われていない

ようで、保護者に関しては、専修学校は県外出身の学生が多いので、成績表を送る機会は

あるが、学校評価について調査している学校は少数であると考えられる。 
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付属資料 6-15  一般社団法人 人材育成と教育サービス協議会（JAMOTE） 

 
新谷 康浩（横浜国立大学） 

 
調査概要 

調査日程 2013 年 2 月 22 日（金）10：00～12：00 
調査対象者 ISO/TC232 日本代表専門委員、国内審議委員会委員長 宮澤 賀津雄氏

（早稲田大学 IT 教育研究所 研究員） 
 運営委員会 副委員長 中村 公美 氏 
調査者  新谷康浩（横浜国立大学）、江藤智佐子（久留米大学）  
 
１．ISO29990 ができた背景 

 日本では 2007 年 10 月、IT に関する活用の中で ISO 導入の機運が高まった。一般社団

法人 人材育成と教育サービス協議会（JAMOTE）では、各国の教育システムや教育の質

保障に関する調査研究や ISO の審査を行っている。経産省から ISO のサービス分野の規

格開発が議論されている中、教育分野にどう影響するか尋ねられたため、ドイツベルリン

で調査研究を行い、その結果、2007 年段階で既に欧米を中心とした各国で教育の標準化が

進んでいたことがわかった。 
 アジア圏における大学の単位互換の検討会を文科省で行っているが、これも EQF の動

きともつながっている。ISCEDとEQF は見た目が違うが、実質は似ているところがある。

OECD とユネスコのメンバーは重なっていることも多いので相互に影響しているからで

ある。国際規格として動くとき、EU 等は資格枠組みに関する情報交換を行っている。例

えば、ユネスコの資料が ISO に反映されているなどである。 
 
２．アメリカの質保証との違いについて 

 アメリカもサービス経済化が進む中、サービス分野の規格化が進んでいるのではと、

2005 年からアメリカを対象に規格に関する調査を開始した。その結果、アメリカは産業と

しての教育を意識していることが分かった。この点が日本と異なるところである。日本の

大学の場合、文科省が私学に対し助成を行い、親が学費を支払うケースが多いが、アメリ

カでは学費は学生本人が負担することが一般的であるため、学生はローンを組んで学費を

工面する。学生ローンが使えるのはアクレディテーションを付与した大学に限られている。

日本とアメリカでは、このように学費に対する前提条件がまったく異なるため、アメリカ

の規格をそのまま日本に持ち込めるものではない。ヨーロッパにおいても国によって温度

差はあるが、教育に対して国家によるコントロールがあるところは共通している。教育サ

ービスの規格化を検討する上で、諸外国の動きを知る必要があり JAMOTE では必要に迫

られて規格や資格に関する国際比較調査を実施することになった。日本では ISO を導入す

る際に、初めて各国調査を行うようになった。 
規格に関する意識では、アメリカはスタンダードという感覚が薄く、大きなくくりでの

規格を示している。他方、ドイツでは具体的な規格をスタンダードとして示している。 
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アメリカでは団体ごとの基準が大事で、中央集権的なコントロールを持っていない。イ

ンセンティブベースとしてアクレディテーションをいれるが、それを守らなければ学生が

来ないので、結果として質保障にもつながっている。顧客を持ってくるための仕組みとし

ても機能している。 
 
３．非公式の教育について 

ISCED2011 では、ISCED2007 と異なり、ノンフォーマルとフォーマル、インフォーマ

ルとフォーマルの違いについても定義を示している。 
ノンフォーマル教育とインフォーマル教育の違いについて、日本のように OJT 形式を企

業内訓練に取り入れているような場合、非公式の教育をどのように位置づけるかが課題と

なっている。日本独自の教育訓練の実態を ISO29990 にあてはめるために、企業等から企

業内研修について調査を行い、課題を検討した。日本では企業内研修を行っている場合が

多いが、1990 年代後半以降、企業内学校などがコストセンターと化し、子会社化していく

という傾向が見られた。またグローバル人材を育成する場合、国際的な採用をどのように

行うかという問題がある。外国人を採用すれば、人事・研修・評価の軸もそろえなければ

ならない。このような背景の中、必要性に迫られて、教育分野においても標準的な規格が

求められるようになり、JAMOTE で規格の策定、審査基準をつくらざるをえなくなった。

日本で ISO を導入する場合、このような固有の事情を考慮しなければならず、まず国際的

な動向を探り、全体像をつかんだ上で、日本の文脈に規格の内容を落としていくという作

業を行ってきた。 
 
４．専門学校と ISO 

専門学校で ISO29990 を全国で最初に取得したのは、中央経理専門学校である。専門学

校の一条校化を検討する上で、質保証の課題があるが、ISO はその質保証に効力を発揮す

るかは今後の課題である。 
 ISO29990 も規格は、それほど細かい項目を設定できないという性格がある。国ごとに

固有の文脈が存在するため、国際標準として規格を統一するためには、項目をある程度緩

やかにせざるを得ない。そうなると、コア的な項目が各国共通のものになってくる。ボト

ムアップ形式で規格を策定しているため、各国の事情を考慮した共通項を作る必要があっ

た。分野による適合性評価のため、認証スキーム検討委員会をつくったのもそのような固

有の文脈や背景を考慮する必要があったからである。 
 
５．審査員養成の件について 

学習サービスの質保証を今後どのように進めていくかが課題となっている。2000 年ごろ

から各大学で質保証のしくみをボトムアップでやろうということを当初検討していたが、

大学によって文脈が違うので、標準的なものをつくり、広げることは難しかった。しかし、

経産省から教育サービスの規格化に関する話があったとき、民間教育サービスの話からで

あれば、非公式を固めることによって公式教育を固めることも可能ではないかと考えた。

こうした流れの中、ISO の検討の際に初めて異なる学校種や団体に集まり、対話によって
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教育サービスの検討を行った。３年間くらい検討を行い、各団体との協議の中で質保証に

関する ISO29990 の合意ができた。当初ボトムアップを提案したが、実際はトップダウン

形式で成立していった。違う分野のやり方では質保障できない。異なる分野をどういう条

件で審査するかという場合、審査する人のコンピテンシーは何かという点に着目した。認

証するための要員を確保するため、審査員研修で人材を養成し、登録するしくみをつくっ

た。これにより同一企業からの審査員を出さないようにしている。 
 ISO の審査員研修は現在、全専各連と職業能力開発機構の２つの団体が実施している。

これらの団体が実施する研修を受講すれば、ISO の内部審査員を養成できる。 
 ISO に申請したい場合、最初に組織内内部監査員をつくって、内部チェックのあとで外

部審査員を招く。 
 標準規格を策定するためには、共通項目による緩やかな質保障となるが、それが質保証

の水準を下げているのではとう懸念もあるが、現時点ではやむをえない。このままにする

のか、もっと細かい点検をするべきなのか、課題となっている。 
自己評価の枠を使って、どの程度まで評価できるかは難しい。審査する人のコンピテン

シーも求められる。専門学校の場合、最初からハードルを高くするのは難しかったので、

緩やかにせざるをえなかったとう実情も存在している。 
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(
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